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平成２３年１月２１日 

 

平成２２年１０月開始事業（１８５事務所）の 
入札結果について 

 

 

Ⅰ 入札の経過  

 １．実施要項の改善 

   平成２２年１０月実施分の実施要項を策定するにあたっては、実績向上

を図るため、実施要項を改善した。 

  （平成２１年実施分からの主な改善点） 

   ・入札方式を総合評価落札方式の除算式から加算式とし、価格点と技術

点の割合を１：３にするなど、より企画力が重視される計算方式へ変

更 

   ・戸別訪問員の配置を必須とし、訪問による納付督励を強化 

   ・委託者及び受託者共に総括責任者、地域責任者を設置し、協力連携の

体制を強化 

   ・共同企業体（ジョイントベンチャー）による参加を認めることとし、

民間事業者の参入機会を拡大 

 

 ２．主要日程 

 （平成２２年） 

６月７～ 

１１日 実施要項案について、パブリックコメントによる意見募集 

   ６月２８日 実施要項案を官民競争入札等監委員会へ付議、承認 

   ７月 ９日 入札の官報公告及び実施要項を機構 HP 掲載 

   ７月２３日 業務説明会の実施 

   ８月１３日 企画提案書の提出期限〆切 

   ８月２５日 入札参加者より企画提案のプレゼン実施 

   ８月２６日 提案書評価委員会において技術点の決定 

   ８月３０日    （５地区） 

８月３１日  入札（７地区） 

９月 １日    （７地区） 

   ９月２～ 

１０日 低価格入札調査 

   ８月３１～ 

９月１１日 契約書締結 
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 ３．提案書評価委員の設置 

   入札参加者から提出された企画提案について、技術点を決定するために

提案書評価委員会を設置した。委員については、大学教授、公認会計士及

び社労士資格を持つ民間企業幹部を外部委員として３名、当機構常勤理事、

非常勤理事及び各地域を代表するブロック本部部長を内部委員として３名、

合計６名により構成した。 

 

Ⅱ 入札の結果  

事業年度 契約地区数 年金事務所数 参加者数 新規参入 落札者数 

平成１９年度 ３５地区  ９５箇所 １６社 － ５社 

平成２０年度 ３０地区  ９０箇所 １３社 うち６社 ６社 

平成２１年度 １１地区 １２７箇所 １１社 うち５社 ４社 

平成２２年度 １９地区 １８５箇所 １１社 うち３社 ３社 
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